
１ 四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（平成19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しており

ます。 

  なお、当第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び当第２四

半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日内閣府令第

５号）附則第７条第１項第１号ただし書き及び第４号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務

諸表規則に基づいて作成しております。  

２ 監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成20

年７月１日から平成20年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表については監査法人トーマツによる四半期レビュ

ーを受け、また、当第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び

当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表については有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

  なお、監査法人トーマツは、平成21年７月１日付で有限責任監査法人へ移行したことに伴い、名

称を有限責任監査法人トーマツに変更しております。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,139 3,420

受取手形及び売掛金 8,163 9,491

割賦債権 866 836

リース投資資産 1,087 1,131

有価証券 140 80

たな卸資産 ※1  3,455 ※1  3,249

その他 1,254 1,034

貸倒引当金 △8 △10

流動資産合計 19,097 19,233

固定資産   

有形固定資産   

賃貸資産 1,313 788

建物及び構築物（純額） 3,559 3,515

その他（純額） 2,755 2,678

有形固定資産合計 ※2  7,627 ※2  6,982

無形固定資産 888 773

投資その他の資産 ※3  2,975 ※3  2,937

固定資産合計 11,491 10,693

資産合計 30,589 29,926

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 8,855 8,662

短期借入金 270 230

1年内返済予定の長期借入金 910 830

リース債務 277 192

未払法人税等 343 894

その他 2,049 2,022

流動負債合計 12,705 12,831

固定負債   

長期借入金 1,395 872

リース債務 882 633

その他 639 536

固定負債合計 2,917 2,043

負債合計 15,622 14,874
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,513 3,513

資本剰余金 4,136 4,136

利益剰余金 8,036 7,811

自己株式 △989 △446

株主資本合計 14,698 15,015

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 88 △19

評価・換算差額等合計 88 △19

新株予約権 79 36

少数株主持分 99 19

純資産合計 14,966 15,051

負債純資産合計 30,589 29,926
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(平成20年４月１日から 

 平成20年９月30日まで) 

当第２四半期連結累計期間 
(平成21年４月１日から 
 平成21年９月30日まで) 

売上高 31,618 33,136

売上原価 27,430 28,544

売上総利益 4,187 4,591

販売費及び一般管理費 ※1  3,615 ※1  3,801

営業利益 571 789

営業外収益   

受取配当金 14 8

受取賃貸料 13 13

その他 29 19

営業外収益合計 57 41

営業外費用   

支払利息 19 15

その他 5 10

営業外費用合計 24 26

経常利益 604 805

特別損失   

減損損失 4 10

特別損失合計 4 10

税金等調整前四半期純利益 600 794

法人税、住民税及び事業税 254 364

法人税等調整額 125 35

法人税等合計 379 399

少数株主損益調整前四半期純利益 － 394

少数株主損失（△） △45 △18

四半期純利益 266 412
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間 
(平成20年７月１日から 

 平成20年９月30日まで) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成21年７月１日から 
 平成21年９月30日まで) 

売上高 15,792 17,072

売上原価 13,387 14,630

売上総利益 2,404 2,442

販売費及び一般管理費 ※1  1,750 ※1  1,852

営業利益 654 589

営業外収益   

受取賃貸料 6 6

その他 12 7

営業外収益合計 19 14

営業外費用   

支払利息 8 8

その他 2 8

営業外費用合計 10 17

経常利益 663 587

特別損失   

減損損失 4 10

特別損失合計 4 10

税金等調整前四半期純利益 658 576

法人税、住民税及び事業税 158 263

法人税等調整額 206 △13

法人税等合計 364 250

少数株主損益調整前四半期純利益 － 325

少数株主損失（△） △32 △6

四半期純利益 327 332
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(平成20年４月１日から 
 平成20年９月30日まで) 

当第２四半期連結累計期間 
(平成21年４月１日から 

 平成21年９月30日まで) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 600 794

減価償却費 476 529

引当金の増減額（△は減少） △0 △4

受取利息及び受取配当金 △20 △11

資金原価及び支払利息 22 19

売上債権の増減額（△は増加） 1,116 1,419

割賦債権の増減額（△は増加） △139 △29

リース投資資産の増減額（△は増加） － 44

たな卸資産の増減額（△は増加） △550 △126

リース資産の取得による支出 △139 －

仕入債務の増減額（△は減少） 86 113

その他の資産・負債の増減額 △379 △279

その他 41 47

小計 1,113 2,516

利息及び配当金の受取額 20 11

利息の支払額 △21 △19

法人税等の支払額 △1,062 △917

営業活動によるキャッシュ・フロー 50 1,590

投資活動によるキャッシュ・フロー   

社用資産の取得による支出 △323 △291

賃貸資産の取得による支出 △365 △258

投資有価証券の売却による収入 50 45

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出

－ △76

その他 37 △50

投資活動によるキャッシュ・フロー △602 △630

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 90 40

長期借入れによる収入 － 1,050

長期借入金の返済による支出 △708 △569

リース債務の返済による支出 － △121

割賦債務の返済による支出 － △6

株式の発行による収入 92 －

少数株主からの払込みによる収入 － 98

自己株式の取得による支出 △146 △543

配当金の支払額 △228 △187

財務活動によるキャッシュ・フロー △901 △240

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,453 719

現金及び現金同等物の期首残高 5,366 3,420

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  3,913 ※1  4,139
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第２四半期連結累計期間 
（平成21年４月１日から 
平成21年９月30日まで） 

 １ 連結の範囲に関する事項の

変更 

（１）連結の範囲の変更 

      当第２四半期連結会計期間から、全株式の取得に伴い新たに子会社とな

った、とりせんファーマシー株式会社（総合メディカル・ファーマシー関

東株式会社に商号変更）を連結の範囲に含めております。 

（２）変更後の連結子会社の数 

  ９社 

 ２ 連結子会社の事業年度等に

関する事項の変更 

  当第２四半期連結会計期間より新たに連結子会社となったとりせんファーマ

シー株式会社(総合メディカル・ファーマシー関東株式会社に商号変更)の決算

日は、２月28日であります。 

 連結決算日と当該子会社との決算日の差異が３か月以内であるため、当第２

四半期連結会計期間に係る四半期連結財務諸表の作成にあたっては、子会社の

平成21年８月31日現在の貸借対照表を使用しております。なお、四半期連結決

算日との間に生じた重要な取引については、連結上、必要な調整を行っており

ます。 

 ３ 会計処理基準に関する事項

の変更 

重要な資産の評価基準及び評価方法の変更 

たな卸資産 

 従来、主として先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しておりましたが、第１四半期

連結会計期間から、新薬局会計システムの導入を契機に、店舗管理業務の合理

化を図るため、主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。 

これが当第２四半期連結累計期間に与える影響は軽微であります。 

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。 

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
（平成21年４月１日から  
平成21年９月30日まで） 

（四半期連結損益計算書） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づき「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）が

平成21年４月１日以後開始する連結会計年度の期首から適用できることになったことに伴い、当第２四半期連

結累計期間では、新たに「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。 

当第２四半期連結会計期間
（平成21年７月１日から 
平成21年９月30日まで） 

（四半期連結損益計算書） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づき「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）が

平成21年４月１日以後開始する連結会計年度の期首から適用できることになったことに伴い、当第２四半期連

結会計期間では、新たに「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。 
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 当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで） 

該当事項はありません。 

【簡便な会計処理】

  
当第２四半期連結累計期間 
（平成21年４月１日から 
平成21年９月30日まで） 

固定資産の減価償却費の算定方法 減価償却の方法として定率法を採用している固定資産については、連結会計年

度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法によっております。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成21年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

※１ 医薬品 百万円3,289

  商品 百万円29

  未成工事支出金 百万円3

  貯蔵品 百万円132

※１ 医薬品 百万円3,051

  商品 百万円25

  未成工事支出金 百万円18

  貯蔵品 百万円153

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 百万円5,644 ※２ 有形固定資産の減価償却累計額 百万円5,309

※３ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額 ※３ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額 

投資その他の資産 百万円△3 投資その他の資産 百万円△5

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（平成20年４月１日から 
平成20年９月30日まで） 

当第２四半期連結累計期間 
（平成21年４月１日から 
平成21年９月30日まで） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

給料手当 百万円1,397 給料手当 百万円1,443

前第２四半期連結会計期間 
（平成20年７月１日から 
平成20年９月30日まで） 

当第２四半期連結会計期間 
（平成21年７月１日から 
平成21年９月30日まで） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

給料手当 百万円703 給料手当 百万円714

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（平成20年４月１日から 
平成20年９月30日まで） 

当第２四半期連結累計期間 
（平成21年４月１日から 
平成21年９月30日まで） 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係（平

成20年９月30日現在） 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係（平

成21年９月30日現在） 

現金及び預金勘定 百万円2,913

取得日から３か月以内に償還期限

の到来する短期投資（有価証券） 

百万円1,000

現金及び現金同等物 百万円3,913

現金及び預金勘定 百万円4,139

現金及び現金同等物 百万円4,139
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当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年

４月１日から平成21年９月30日まで） 

１ 発行済株式の種類及び総数 

２ 自己株式の種類及び株式数 

３ 新株予約権等に関する事項 

ストック・オプションとしての新株予約権 

（注）権利行使期間の初日が到来しておりません。  

４ 配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当 

   第２四半期連結会計期間末後となるもの 

５ 株主資本の金額は、前連結会計年度末と比較して著しい変動がありません。 

  

（株主資本等関係）

普通株式  7,670千株 

普通株式 428千株 

新株予約権の四半期連結会計期間末残高 親会社  79百万円

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 
配当の
原資  

平成21年４月21日 

取締役会 
普通株式 187 25  平成21年３月31日  平成21年６月18日 

利益 

剰余金 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 
配当の
原資  

平成21年10月20日 

取締役会 
普通株式 181 25  平成21年９月30日  平成21年11月25日 

利益 

剰余金 
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前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで） 

当第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで） 

前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで） 

  

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

  

コンサル
ティング
関連事業 

（百万円） 

薬局関連
事業 

（百万円）

レンタル
関連事業 

（百万円）

リース・
割賦関連
事業 

（百万円）

その他の
事業 

（百万円）

計 
（百万円） 

消去又 
は全社 

（百万円） 

連結
（百万円）

売上高                                                

(1）外部顧客に対す

る売上高 
 335  10,924  1,596  2,493  442  15,792 －  15,792

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

－ － － －  328  328 (328) －

計  335  10,924  1,596  2,493  770  16,120 (328)  15,792

営業利益又は 

営業損失（△） 
 58  991  185  △55  △30  1,150 (495)  654

  

コンサル
ティング
関連事業 

（百万円） 

薬局関連
事業 

（百万円）

レンタル
関連事業 

（百万円）

リース・
割賦関連
事業 

（百万円）

その他の
事業 

（百万円）

計 
（百万円） 

消去又 
は全社 

（百万円） 

連結
（百万円）

売上高                                                

(1）外部顧客に対す

る売上高 
 339  11,819  1,759  2,514  640  17,072 －  17,072

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

－  －  －  －  264  264 (264) － 

計  339  11,819  1,759  2,514  904  17,336 (264)  17,072

営業利益又は 

営業損失（△） 
 56  802  279  △22  22  1,137 (548)  589

  

コンサル
ティング
関連事業 

（百万円） 

薬局関連
事業 

（百万円）

レンタル
関連事業 

（百万円）

リース・
割賦関連
事業 

（百万円）

その他の
事業 

（百万円）

計 
（百万円） 

消去又 
は全社 

（百万円） 

連結
（百万円）

売上高                                           

(1）外部顧客に対す

る売上高 
 650  21,791  3,140  5,322  714  31,618 －  31,618

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

－ － － －  537  537 (537) －

計  650  21,791  3,140  5,322  1,251  32,155 (537)  31,618

営業利益又は 

営業損失（△） 
 109  1,572  261  △128  △118  1,697 (1,125)  571
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当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで） 

 （注）１ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業区分に属する主な事業内容は、次のとおりであります。 

３ 事業区分の方法の変更 

  前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）  

 第１四半期連結会計期間より、従来「その他の事業」の区分に属していたコンサルティング事業（ＤtoＤを

含む）は、全セグメントに占める割合が高くなったことから、新たに「コンサルティング関連事業」として分

離独立いたしました。この結果、従来の方法に比較して当第２四半期連結累計期間の売上高はコンサルティン

グ関連事業が650百万円（うち外部顧客に対する売上高は650百万円）増加し、その他の事業が650百万円（う

ち外部顧客に対する売上高は650百万円）減少しました。また、営業利益は、コンサルティング関連事業が109

百万円増加し、その他の事業が109百万円減少しました。 

４ 会計処理基準に関する事項の変更 

  前第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）  

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法の変更 

       たな卸資産 

 従来、主として先入先出法による原価法によっておりましたが、第１四半期連結会計期間から「棚卸資

産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）が適用されたことに伴い、主と

して先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によ

り算定しております。これによる当第２四半期連結累計期間の各セグメントの損益に与える影響は軽微で

あります。 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法の変更 

       レンタル資産 

 従来、定率法によっておりましたが、第１四半期連結会計期間から、レンタル期間に基づく定額法を採

用する方法に変更いたしました。この変更は、第１四半期連結会計期間からレンタル資産の調達方針をこ

れまでのリース調達から自社購入へと変更したことから、今後レンタル資産が増加していくことを踏ま

え、これまでのリース調達に伴う費用配分方法との整合性を図ることにより、期間損益計算の適正化を図

るために行ったものであります。これによる当第２四半期連結累計期間の各セグメントの損益に与える影

響は軽微であります。  

  

コンサル
ティング
関連事業 

（百万円） 

薬局関連
事業 

（百万円）

レンタル
関連事業 

（百万円）

リース・
割賦関連
事業 

（百万円）

その他の
事業 

（百万円）

計 
（百万円） 

消去又 
は全社 

（百万円） 

連結
（百万円）

売上高                                                

(1）外部顧客に対す

る売上高 
 627  23,631  3,294  4,495  1,087  33,136 －  33,136

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

－ － － －  361  361 (361) － 

計  627  23,631  3,294  4,495  1,449  33,498 (361)  33,136

営業利益又は 

営業損失（△） 
 40  1,719  347  △122  △5  1,979 (1,189)  789

事業区分 事業内容

コンサルティング関連事業 医業経営コンサルティング、医師の転職支援・開業支援等 

薬局関連事業 調剤薬局の経営 

レンタル関連事業 入院患者等向けテレビのレンタル、販売 

リース・割賦関連事業 医療機器のリース、割賦販売、販売 

その他の事業 
医療施設の企画・設計・施工、病院内売店の経営、治験（ＳＭＯ）、 

特定保健指導の受託サービス等 
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当第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）  

重要な資産の評価基準及び評価方法の変更 

たな卸資産 

 従来、主として先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法）により算定しておりましたが、第１四半期連結会計期間から、新薬局会計システムの導入を契機

に、店舗管理業務の合理化を図るため、主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。これが当第２四半期連結累計期間の各セ

グメントの損益に与える影響は軽微であります。 

前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び当第２四半期

連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）並びに前第２四半期連結累計期

間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年

４月１日から平成21年９月30日まで） 

 本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありませ

ん。 

前第２四半期連結会計期間（平成20年７月１日から平成20年９月30日まで）及び当第２四半期

連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）並びに前第２四半期連結累計期

間（平成20年４月１日から平成20年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年

４月１日から平成21年９月30日まで） 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日） 

 有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度末と比較して著し

い変動がありません。 

  

当第２四半期連結会計期間末（平成21年９月30日） 

 該当事項はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで） 

１ ストック・オプションに係る当第２四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名 

  当第２四半期連結会計期間に与える影響額が軽微であるため、記載を省略しております。 

２ 当第２四半期連結会計期間に付与したストック・オプションの内容 

  該当事項はありません。 

３ 当第２四半期連結会計期間におけるストック・オプションの条件変更 

  該当事項はありません。 

  

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（ストック・オプション等関係）
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１ １株当たり純資産額 

 （注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

２ １株当たり四半期純利益等 

 （注）１ 当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有している

潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

２ １株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりで 

  あります。 

  

（１株当たり情報）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成21年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 銭2,041 94 １株当たり純資産額 円 銭2,001 72

項目 
当第２四半期連結会計期間末

（平成21年９月30日） 
前連結会計年度末

（平成21年３月31日） 

純資産の部の合計額（百万円）  14,966  15,051

純資産の部の合計額から控除する金額 

（百万円） 
 178  55

 （うち新株予約権）  (79)  (36)

 （うち少数株主持分）  (99)  (19)

普通株式に係る四半期連結会計期間末（連

結会計年度末）の純資産額（百万円） 
 14,787  14,995

１株当たり純資産額の算定に用いられた四

半期連結会計期間末（連結会計年度末）の

普通株式の数（千株） 

 7,241  7,491

前第２四半期連結累計期間 
（平成20年４月１日から 
平成20年９月30日まで） 

当第２四半期連結累計期間 
（平成21年４月１日から 
平成21年９月30日まで） 

１株当たり四半期純利益 34.90円

潜在株式調整後１株当たり 

四半期純利益 
34.89円

１株当たり四半期純利益 55.87円

   

  
前第２四半期連結累計期間
（平成20年４月１日から 
平成20年９月30日まで） 

当第２四半期連結累計期間
（平成21年４月１日から 
平成21年９月30日まで） 

１株当たり四半期純利益     

四半期純利益（百万円）  266  412

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  266  412

普通株式の期中平均株式数（千株）  7,638  7,388

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益     

四半期純利益調整額（百万円）  －  －

普通株式増加数（千株）  1  －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり四半期純利益の算定に含めなかっ

た潜在株式で、前連結会計年度末から重要な

変動があったものの概要 

──────── 重要な変動はありません。  
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 （注）１ 前第２四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

    ２ 当第２四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有している

潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３ １株当たり四半期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

該当事項はありません。 

前第２四半期連結会計期間 
（平成20年７月１日から 
平成20年９月30日まで） 

当第２四半期連結会計期間 
（平成21年７月１日から 
平成21年９月30日まで） 

１株当たり四半期純利益 42.86円 １株当たり四半期純利益 45.46円

  
前第２四半期連結会計期間
（平成20年７月１日から 
平成20年９月30日まで） 

当第２四半期連結会計期間
（平成21年７月１日から 
平成21年９月30日まで） 

四半期純利益（百万円）  327  332

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  327  332

普通株式の期中平均株式数（千株）  7,632  7,304

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり四半期純利益の算定に含めな

かった潜在株式で、前連結会計年度末から

重要な変動があったものの概要 

──────── 重要な変動はありません。 

（重要な後発事象）
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 平成21年10月20日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしまし

た。 

（1）中間配当による配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・・181百万円 

（2）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・25円 

（3）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・・・・・・平成21年11月25日 

（注）平成21年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 

  

（リース取引関係）

当第２四半期連結累計期間 
（平成21年４月１日から 
平成21年９月30日まで） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

 リース取引開始日が平成20年3月31日以前の所有権移転外

ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のと

おりであります。 

 借手側 

（1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当
額、減損損失累計額相当額及び残高相当額 

  
取得価額 

相当額 
（百万円） 

減価償却累 

計額相当額 
（百万円） 

減損損失累 

計額相当額 

（百万円） 

残高 

相当額 
（百万円）

賃貸資産  11,153  7,784  697  2,670

工具、器具 
及び備品  1,114  683  7  423

ソフトウェア  748  431  3  313

合計  13,016  8,899  709  3,407

（2）未経過リース料残高相当額等 
  未経過リース料残高相当額 

１年内 百万円1,856

１年超 百万円2,491

合計 百万円4,347

リース資産減損勘定の残高 百万円134

（3）四半期連結会計期間及び四半期連結累計期間に係る
支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価
償却費相当額、支払利息相当額 

  会計期間 累計期間 

支払リース料 百万円649 百万円1,370

リース資産減損勘定の取崩額 百万円50 百万円81

減価償却費相当額 百万円599 百万円1,265

支払利息相当額 百万円25 百万円55

（4）四半期連結会計期間及び四半期連結累計期間の減価
償却費相当額及び利息相当額の算定方法 
減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定
額法によっております。 
利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額
を利息相当額とし、各期への配分方法については、
利息法によっております。 

２【その他】
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